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⽇本産⽔産物の更なる輸出拡⼤に向けて

農林⽔産省 輸出・国際局



Seafood Promotion Task-Forceの趣旨と活動⽅針
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今後の活動⽅針

 ALPS処理⽔の海洋放出以降の⼀部の国・地域による輸⼊禁⽌措置が継続する中、⽇本産⽔産物の輸出先の多⾓
化を図るためには、主要な輸出先である⽶国への更なる輸出拡⼤が必要となっている。

 更なる輸出拡⼤を図るためには、関係者間で課題認識を共有しつつ、対応⽅針・具体的な取組を⾒える化し、関係
者の役割分担を明確にしたプレイブックとして整理するとともに、可能な限り連動・連携させ、⼀体的なアプローチを⾏
い、現地の商流に深く⼊り込んでいくことが重要である。

 このため、プレイブックの下で様々な取組を連動・連携させることを⽬指し、JETRO・JFOODO・品⽬団体・農林⽔
産省・経済産業省で構成される⽶国・⽔産物プロモーション・タスクフォース（ＴＦ）を設置する。

①課題認識と取組計画の共有・可視化
第１回会合（全体会議）において、令和６年度の課題及び各機関の施策について情報共有・意⾒交換を⾏い、連動できる施策を特定しつつ、認

識統⼀を図る。

②プレイブックの作成と施策の連動
連動する施策について、各機関の施策担当レベルで打合せを⾏いつつ、現地ニーズに即したプレイブック（施策⼿段ごとに、各機関の具体的な取組内

容を整理した資料）を作成する。

③次年度以降の連動する施策の企画
プレイブックに位置付けた各取組を実施し、結果を整理し、全体会合において総括を⾏い、次年度以降の取組の検討に役⽴てる。次年度以降、⽶

国現地主導で効果的な施策を検討し、予算の検討・公募や事業計画に反映させていく。

趣旨



国内

国内
国内

⽔産物の新たな販路開拓プロジェクト
〇 「⽔産業を守る」政策パッケージに基づき、ホタテ等の⽔産物の輸出先の転換・多⾓化を進めてきた結果、⽶国やアジア等における需要創出と商流構築に⼀定の効果を上げることができた。
⼀⽅、中国向けの輸出額の減少が⼤きく、2024年上半期の農林⽔産物・⾷品の輸出額は対前年同期⽐マイナス1.8％となっており、今後さらに販路を開拓していく必要がある。
〇 このため、令和６年度においては、農林⽔産省・経済産業省は、JETRO・JFOODO・品⽬団体と連携し、以下の取組を進める。
① ⽇系のみならず⾮⽇系市場や、先進国のみならず新興国、都市部のみならず地⽅都市などへのアプローチ
② プロモーションイベント（BtoCを含む）と商談会の有機的な連動による効果的な成果の創出
③ 輸⼊事業者のみならず、その先にある卸売業者やシェフなどへの直接・⼀体的なアプローチ
④ 海外⾒本市や商談会におけるオンラインカタログサイト”Japan Street”の活⽤など、オンラインとリアルの融合となるデジタルを活⽤した取組
⑤ 第三国から⽶国等への輸出販路の開拓、加⼯設備の充実などによる、殻剥き加⼯の代替候補先の発掘
⑥ 国内における輸出可能な⾷品の供給体制の整備（規制のみならず、⼤⼿⼩売等の調達基準に適合した施設の増加等）

殻付きホタテ
の輸出

＜これまでの取組と課題＞
〇 予備費を活⽤して、機械導⼊や⼈員確保を推進してきた。
〇 冷凍ホタテ⾙柱（⽟冷）の輸出のさらなる拡⼤に向け、
HACCP認定施設の増加と併せ、⽶国の⼤⼿⼩売等の
調達基準（GFSI承認規格等）に適合した加⼯⼯場の増加
が課題。

<今後の対応⽅向>
〇 ⽔産加⼯事業者向けに、⾷品安全の認証（HACCP・
FSSC22000等）やサステナビリティの認証（MSC等）の取得

を促すための説明会・講習会を実施（⽶国の市場情報の提供、
認証取得⽅法の説明、⽀援事業の紹介等）

国内海外での加⼯体制の整備

国内海外における現地商流の開拓

⽟冷等の
加⼯品の
再輸出

＜これまでの取組と課題＞
〇 ⽇本⾷販売の中⼼となっている主要地域での短期的な販売促進は、既存商流との競合を引き起こす懸念もある。
〇 既存の商流が確⽴されていない ⾮⽇系市場、新興市場、主要国地⽅都市へのアプローチを強化する必要。
〇 また、単発のプロモーションイベントよりも、複数の取組を有機的に連動させた、波及効果のある取組の創出が課題。

＜今後の対応⽅向＞
【⾮⽇系市場へのアプローチ強化】
〇 現地系スーパーやレストラン、ECや持ち帰り（中⾷）、⼤⼿企業（スポーツ関係を含む）の社⾷・ケータリングなど、

さらなる開拓が必要な分野を対象にした取組
〇 ⻄欧料理、タイ料理など、⽇本⾷以外における新たな需要を創出するためのメニュー提案とリンクした商流構築（プロ
モーションイベント＋商談会・展⽰会の開催、専⾨家の活⽤）

【新興市場、主要国地⽅都市へのアプローチ強化】
〇 中東、東欧などの新たな需要が期待される新興市場を対象にした取組
〇 ⽶国の中部地区やタイの地⽅都市など、主要国地⽅都市を対象にした取組

＜これまでの取組と課題＞
〇 タイ・ベトナム・インドネシアに殻付きの冷凍ホタテを輸出し、現地で殻剥き加⼯をする事業者が出てきている。
〇 国内加⼯体制を補完する観点から海外での加⼯も拡⼤（加⼯設備の拡⼤等）しつつ、⽶国等の第三国への再輸出を拡⼤する必要。

＜今後の対応⽅向＞
〇 代替加⼯地発掘ミッションに対するフォローアップ（アンケート及び専⾨家の知⾒・ノウハウを活⽤した提案型ヒアリング等の実施）
〇 ⽇本企業のホタテの新たなサプライチェーン構築に資するべく、⽇本産ホタテの⽇本からの輸出後の加⼯・商流（国内消費・海外輸出等）に関する深堀調査
〇 ⽇本企業によるサプライチェーン（加⼯・販売等）の構築を⽀援するべく、専⾨家によるハンズオン⽀援、スポット⽀援等の活⽤

国内国内での加⼯体制の整備
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